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1.　 組織の概要

1) 事業者名及び代表者名

田中住宅産業株式会社

代表取締役　田中　徳之

2) 所在地

〒850-0961

長崎県長崎市小ヶ倉町１丁目463-4

3) 環境管理責任者

総務課 山下　美祐

4) 連絡先

TEL：095-878-7221

FAX：095-878-7508

e-mail：tjs-soumu＠ktd.biglobe.ne.jp

5) 会社概要

　●資本金　　　　２０，０００，０００円

　●創業　　　　　 昭和４８年１１月

　●法人設立　　 平成元年１０月

　●許可登録　　 

　　　　 ・一般建設業許可　　長崎県知事　許可(般-4)第6686号

土木工事業

(許可の有効期限　令和4年12月21日～令和9年12月20日)

　 　　　　 ・特定建設業許可　　長崎県知事　許可(特-4)第6686号

建築工事業/大工工事業/屋根工事業/内装仕上工事業

　　　 とび・土工工事業/解体工事業

(許可の有効期限　令和4年12月21日～令和9年12月20日)

　　　　 ・建築設計事務所登録

　　　　 ・住宅性能保証登録

　　　　 ・リフォーム事業者登録

　　　　 ・住宅金融公庫特定業務登録

　　　　 ・長崎市介護保険住宅改修給付券取扱事業者登録

6) 認証・登録の範囲 　当社は全事業・全組織を登録範囲としています。

7) 事業規模 （会計年度は9月～翌年8月）

単位
2020年9月～

2021年8月

2021年9月～

2022年8月

2022年9月～

2023年8月

百万円 790 808 1,049

人 15 14 16

㎡ 551.245㎥ 551.245㎥ 551.245㎥

　

₋2₋

項目

売上

床面積

従業員数



2.　 環境経営方針

田中住宅産業株式会社は、建設業の事業活動を行う上で、環境の保全を経営の重要課題の

一つとして認識し、事業活動の中で環境に与える影響を適確に把握すると共に、

地球環境及び地域環境に配慮した事業活動を行う企業を目指します。

この実現の為、以下の環境経営方針を定め、その方針に基づいて自主的・積極的に

環境の保全及び環境経営システムの継続的改善に努めます。

１　事業活動に伴う環境への負荷を削減する為に、以下の環境への取組を実施します。

　　1)　車両、重機、機械類のエコ運転に努め燃料使用量を削減して二酸化炭素排出量を

　　　　 削減する。

　　2)　水使用量、排水量を削減する。

　　3)　一般廃棄物の削減や、建設産業廃棄物の分別の徹底により最終処分量を削減する。

　　4)　事務用品のグリーン購入を推進する。

　　5)　当社の事業活動に関する環境配慮を推進します。

2　建設現場や地域社会における環境保全活動を実施し、地域の環境保全に貢献します。

3　当社の事業活動において関連する環境関連法規等を順守します。

4　環境経営方針は全ての従業員にあらゆる機会を通じて周知徹底を図ります。

5　環境経営レポートを作成し公表します。

制定日：2019年10月1日

田中住宅産業株式会社

代表取締役　田中徳之

≪基本理念≫

≪環境経営方針≫

₋3₋



３.　環境経営目標　（2022年度～2024年度）

当社の環境経営目標は2021年度実績値を基準値として策定しています。

各年度は1月～12月とします。

kg-CO2 38,564 38,178 37,793 37,407

事務所 kWh 13,302 13,169 13,036 12,903

倉庫 kWh 176 174 172 171

現場 kWh 7,804 7,726 7,648 7,570

現場 ℓ 11,737 11,620 11,503 11,385

事務所 ㎏ 23.6 23.4 23.1 22.9

現場 ㎏ 6.4 6.4 6.3 6.2

一般廃棄物

(ﾘｻｲｸﾙを除く)
㎏ 518.6 513.4 508.2 503.0

   (△1％増加)    (△2％増加)    (△3％増加)

建設副産物
（再資源化率の向上）

％ 61.6 62.2 62.8 63.4

　事務所 ㎥ 47 46.5 46.1 45.6

　現場 ㎥ 175 173 172 170

品数/年 21品目 22品目 23品目 24品目

件

回

※当社は化学物質の使用はありません。

※購入電力の調整後二酸化炭素排出係数は、(事務所)長崎地域電力2019年度、 0.392㎏-CO2/kWhを 、

　　（建設現場）(倉庫)九州電力2020年度、0.479㎏-CO2/kWhを使用しています。

※ 自社からの産業廃棄物排出量は量が少なく殆どリサイクルしており、目標設定せず、分別・削減活動に努めます。

₋４₋

1　全社二酸化炭素排出量

　　電気使用量

　　ガソリン使用量

　　LPガス使用量

2廃棄物排出量

3水使用量

4グリーン購入の推進

5環境に配慮した工事の推進 環境に配慮した工事に努める

6地域貢献活動の推進 本社及び現場周辺の清掃に取り組む

項目 単位

目標

基準値

（2021年度実績値）

2022年度

(▲1％削減)

2023 年度

(▲2％削減)

2024年度

(▲3％削減)



４.　環境経営計画　（2022年度～2024年度）

事務所及び建設現場の事業活動における環境への負荷を低減するために、

以下の活動に取り組みます。

担当者 責任者

1.使用していないパソコンの電源を切る 全従業員

2.未使用時の電気消灯 全従業員

3.エアコンの温度に留意する 全従業員

1.アイドリングストップの徹底 現場員

2.エアコンンの適切な使用 現場員

3.法定速度の厳守・エコドライブ運動の徹底 現場員

LPガス使用量の削減 1.給湯器の使用は、短時間で済ませる 全従業員

1.廃棄物の分別を徹底する 全従業員

2.コピー用紙　裏紙を利用する 全従業員

3.両面印刷を心がける 全従業員

1.廃棄物の削減・分別を徹底する 現場員

2.廃棄物の再資源化、再資源化先の開拓に努める。 現場員

1.水をだしっぱなしにしない 全従業員

2.水道の蛇口を調節して必要以上に使わない。 全従業員

1.出来るだけグリーン商品を購入する 全従業員

1.低騒音型機械の採用、防音防塵シートの使用、

　　適切な散水による防塵対策)
現場員

2.低騒音型・排出ガス対策型の重機を使用する 現場員

3.残余資材のリユース、リサイクル化の徹底 現場員

4.建設副産物発生の削減、分別による再資源化 現場員

5.工事での事故、騒音・振動・塵埃による苦情削減 現場員

6.工事現場及び周辺の定期的な清掃を実施する。 現場員

1.事務所・現場周辺の清掃活動 全従業員 総務課長

環境配慮の推進 工務部長

地域保全活動の実施

₋５₋

環境経営計画の内容

二

酸

化

炭

素

排

出

量

の

削

減

電気使用量の削減

総務課長

ガソリン使用量の削減

廃

棄

物

排

出

量

の

削

減

一般廃棄物の削減

総務課長
建設副産物

（再資源化率の向上）

水資源使用量の削減

グリーン購入の推進



5. 　実施体制

区分

1. 環境管理責任者の任命

2. 環境経営方針の策定

3. 経営資源の準備

4. 代表者による全体の評価と見直し

5. 環境経営レポートの承認

6. 環境経営目標及び環境経営計画の承認

1. EA21システムの確立、実施推進、維持管理

2. 環境への負荷及び取組みへの自己チェックの実施

3. 環境経営目標及び環境活動計画の策定

4. 環境経営レポート作成

5. EA21に関する実績把握と報告

　 1. EA21責任者の補佐業務

2. 環境関連法規の取りまとめ及び遵守状況確認

3. 環境文書及び記録の作成、管理

4. その他EA21に関する業務

5. 教育、訓練計画の策定の実施

1. 環境経営方針の理解と環境への取り組みの実施

1. 3か月ごとに取組状況の報告及び是正

代表取締役

田中徳之

環境管理責任者

山下美祐

₋６₋

環

境

管

理

責

任

者

代

表

者

部

門

長

全

従

業

員

総務・経理

部門長　山下美祐

工　務

部門長　田中末喜

当社は全事業・全組

織を登録範囲としてい

ます。

EA21　委員会

役割・権限

21

委
員
会

Ｅ
Ａ



　6.　環境経営目標の実績とその評価　(2023年1月～12月）

環境経営目標の実績及び評価は、以下のとおりでした。

当社の環境経営目標は2021年度実績値を基準値として策定しています。

基準年度

kg-CO2 38,564 37,793 43,094 88% ×

事務所 KWh 13,302 13,036 14,196 91.8% △

倉庫 KWh 176 172 61 282% 〇

現場 KWh 7,804 7,648 12,591 61% ×

現場 ℓ 11,737 11,503 12,897 89% ×

事務所 kg 23.6 23.1 27.3 85% ×

現場 kg 6.4 6.3 0.0 100% 〇

一般廃棄物 ㎏ 518.6 508.2 565.7 89.8% ×

建設副産物

（再資源化率の向上）
％ 61.6 62.8 86.5 137.7% 〇

　事務所 ㎥ 47 46.1 63 73% ×

　現場 ㎥ 175 172 155 111% 〇

品数 21 23 50 217% 〇

件 苦情なし 苦情なし 苦情なし 　　　ー ○

回
本社、現場周辺の

清掃に努める

本社、現場周辺

の清掃に努める

本社、現場周辺

の清掃に努める
　　　ー ○

※　評価判定は９5％以上は○　９０％～95％未満は△　　90％未満は×

※　当社は化学物質の使用はありません。

※　購入電力の調整後二酸化炭素排出係数は、(事務所)長崎地域電力2019年度、 0.392㎏-CO2/kWhを 、

　　（建設現場）(倉庫)九州電力2020年度、0.479㎏-CO2/kWhを使用しています。

※ 自社からの産業廃棄物排出量は発生していません。

項目 単位

2023年度（2023.1～2023.12）

（2021年度実績値） 年間目標B 実績C
達成率

B/C
評価

₋7₋

1二酸化炭素排出量の削減

　全社二酸化炭素排出量

　　電気使用量削減

　　ガソリン使用量削減

　　LPガス使用量削減

2廃棄物排出量の削減

3水使用量の削減

4グリーン購入の推進

5工事現場の環境配慮

(苦情件数)

6地域貢献活動の推進

(本社及び現場周辺清掃)

※　達成率：（削減の場合）達成率＝目標／実績、（改善の場合）達成率＝実績／目標



 7.　

(1) 二酸化炭素排出量の削減

・目標は未達成となった

・遠隔地工事増加及び従業員増員によりガソリンの使用量が増加した。

・夏季猛暑時及び冬季のエアコンの電力が増加した。

・事務所、倉庫は達成できたが現場が未達成となった

・工事件数の増加に伴い、室内作業が増え空調機等の使用量が増加した

・引き続き、使用していない部屋の電気やパソコンの電源をこまめに消す

・目標は未達成となった.工事件数増加及び遠隔地工事増加による。

・エコドライブの推進を強化する

（急発進・空ぶかしの排除・駐車場でのエンジン停止・エアコンの温度管理）

・現場はガスをしようす所がなかった為0㎏だった

・事務所は従業員増員の為、使用量が増加

・今後も使用量の削減に努める。

(2) 廃棄物排出量の削減

・目標は未達成

・事務所でのゴミの分別、コピー用紙の裏紙利用を引き続き

　徹底する。

・目標は達成できた。

・マニフェストの管理を徹底する。

・現場での廃棄物の分別をさらに徹底し可能な限り再資源化していく。

　また再生資材の活用にも留意していく。

・現場管理者だけではなく現場作業員へも分別の徹底を周知していく。

(3) 水使用量の削減

・現場は達成できたが事務所は未達成となった。

・工事件数の増加に伴い、打合せ等で来客数が増え水道の使用率が上がった

・従業員増員に伴い水道の使用率が増えた

・引き続き水の出しすぎや蛇口の調節をし必要以上に使いすぎないよう注意し、

　節水を心掛けていく。

　水使用量の削減

₋８₋

環境経営計画の取組結果とその評価、次年度の取組内容

取組対象 取組結果とその評価・次年度の取組内容

　電気使用量の削減

　ガソリン使用量の削減

取組結果とその評価・次年度の取組内容取組対象

　全社

　LPガス使用量の削減

　建設副産物の

再資源化率の向上

取組対象 取組結果とその評価・次年度の取組内容

　一般廃棄物排出量の削減



(4) グリーン購入の推進

・グリーン購入の推進は目標達成できた。

　主に事務用品(ファイル、クリップ、インクカートリッジ)等はグリーン

　商品を購入している。

・今後も製品購入時は情報を入手し、積極的にグリーン購入を

　推進していく。

(5) 地域に配慮した工事の推進

・工事現場の環境配慮 全体として環境配慮に取組み、目標を達成できた。

　(苦情件数の撲滅等) ・従来と同様、工場現場の苦情等は発生していない。

・工事着工前に関係者で、現場毎に建設騒音・振動の

　発生防止、安全対策、作業工程の工夫、環境影響の

　最小限化等協議し、工事中も日々確認している。

(6) 地域貢献活動の推進

・本社及び現場周辺の定期清掃は以前から実施している。

・従業員の意識の向上を図り、時間のある時に気づいたら行う。

・今後も、全従業員で活動に取り組んでいく。

取組対象

₋９₋

取組対象

取組対象

地域貢献活動の推進

取組結果とその評価・次年度の取組内容

取組結果とその評価・次年度の取組内容

取組結果とその評価・次年度の取組内容

グリーン購入の推進



○廃棄物の処理及び清掃に関する法律

○騒音規制法

○振動規制法

○大気汚染防止法

○水質汚濁防止法

○建設業法

○建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律

○オフロード法

○労働安全衛生法

○道路運送車両法

○k改正7フロン排出抑制法

○グリーン購入法

○長崎県環境基本条例

○長崎市環境基本条例

○長崎県産業廃棄物適正処理指導要綱

○消防法

2024年1月22日

環境管理責任者　山下美祐

作成し会社全体での共有化、認識を徹底。

それによりエコアクションの認識も少しづつ広がってはいるがまだまだな所もあるので、

今後もエコアクション委員会を行い、もっと理解が深まっていければと思います。

また従業員一人一人意識を持って排出量削減を心がけて、目標数値を達成できればと思います。

2024年1月22日

　田中住宅産業株式会社

代表取締役　田中　徳之

②違反、訴訟等

   当社は環境活動取り組みの一環として定期的に環境関連法規の遵守状況を確認しており

環境関連法規への違反はありません。

　　また訴訟についても同様にありませんでした。

今後においても環境関係法規、条例等を理解した上で、法律の遵守に努めます。

₋1０₋

８.環境関連法規などの遵守状況の確認及び評価の結果，並びに違反，訴訟などの有無

①対象となる主な環境関連法令は次のとおりです。

９.全体の評価と見直し・指示

　今年度のエコアクションの取り組みについて、現場の件数が増えたため現場での電気・ガソリンの使用量は

増加傾向であった。廃棄物においては、意識をもって分別、計測するということを徹底していく。

今年度から3ヶ月ごとにエコアクション委員会を設け、取組状況の確認・評価並びに問題の是正及び予防の資料を

会社での電気使用量・水道使用量・一般廃棄物は従業員増員もあり目標数値におさえられなかった。



【事務所倉庫】　　不要な木材等は処分し整理整頓

【低騒音建設車両】

【節電・節水・裏紙使用】

₋１１₋

１０.取組み内容の紹介



【節電・節水・裏紙使用】

【事務所周辺の清掃】

₋１２₋


